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１．第２回事故原因究明等委員会以降 

 平成１４年１月５日に行われた第２回事故原因究明等委員会では、現地対策班による事

故原因に関する調査及び実証実験についての報告がなされた。それによれば、 

（１） 今回の事故は、まず底面にあった増倍管（改修時交換球１０８５０または非交換球

１０８１０）が爆縮し衝撃波が発生、その衝撃波が隣接する増倍管を破壊しさらに

衝撃波を発生する、という一連の連鎖反応によって起きたと考えられる、 

（２） 最初の爆縮球は、改修時の底面作業の際受けたストレスによりネック部の強度が弱

まり、３気圧の水圧により破断したか、あるいはスーパーカミオカンデ改修時にＡ

ＳＳＹ部等に損傷を受けた増倍管が３気圧の水圧で破断した可能性がある、 

（３） シミュレーションによると、衝撃波は約５０ｃｍ離れた隣の増倍管のガラス部位置

で、だいたい、０．０５ミリ秒、１３０気圧のパルスとなって到着する。ただしこ

れらの値はシミュレーションの詳細に依存する、 

（４） スーパーカミオカンデ底部において事故当時と同じ条件で衝撃波発生・伝播の再現

実験を行ったところ、増倍管爆縮による衝撃波が隣接増倍管を破壊することが確か

められた 

ということである。現地対策班としては、現時点における事故原因究明はほぼ終わり、タ

ンク排水時に最初の爆縮候補球１０８５０及び１０８１０の残骸を回収して検査を行うこ

とが残っているのみである。 

 また、前回の報告で、今後の再発防止策として、 

（１） 増倍管取り付け時にストレスを与えないよう作業手順を改良するとともに作業監督

要員を置く、 

（２） 万が一増倍管が爆縮を起こしても連鎖が起きないよう、増倍管を衝撃波防止ケース

内に格納する、または、衝撃波に耐えられる強度を持った新しい増倍管を開発して

使用する、 

なる提案がなされた。 

（１）に関しては、今後の復旧において十分にその対策を講じるとともに、底面作業では、

増倍管上を作業に使用することを一切やめて下方からアクセスを行うこととした。 

（２）に関しては、当面の復旧のためには衝撃波防止ケースの導入が必須であるため、本

年１月に衝撃波防止ケースのサンプルを製造し、水深３０ｍ下でそれらの実証試験を行っ

た。また、前回委員会で提起された衝撃波圧力の水深依存性の実験も併せて行った。新型

増倍管は引き続き試験開発を継続し、その実用化を早急に図ることとした。 

 今後、現地対策班は以下の作業を行う予定である。 

（１） 水深４０ｍにおける衝撃波防止ケースの最終実証試験のために、水中にあって衝撃

波を受けたが、破損を免れた約１３００本の増倍管を取り外す。 

（２） タンク内水位を上げ、実験場所の水位が４０ｍ近くになるようにする。ただし、天

井部増倍管に浮遊物等が衝突しないよう、水位は天井部増倍管の直下とする。 
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（３） 衝撃波防止ケースの実証実験を行い、その結果に基づき採用すべきケースの最終決

定を行う。 

（４） タンク内残骸撤去及び排水を行い、最初の爆縮候補球の残骸を回収する。 

（５） 平成１４年度に部分復旧に向けた作業にはいる。 

 

２．衝撃波防止ケース 

 前回委員会に報告したように、増倍管のガラス球が今後も破壊される可能性があること

を想定して、万一破壊されても衝撃波が発生せず隣の増倍管を誘爆させない方策を採るこ

とにした。すなわち、すべての増倍管を前面がプラスチックでできた衝撃波防止ケース内

に格納する。ケースには、外部の純水を流入させる穴が存在していて、ケース・増倍管間

の隙間に水を充満させる。すなわち、水圧はケースにはかからず、従来通り増倍管にかか

る構造とする。ただし穴の大きさ（開口率）を調節して、内部の増倍管が爆縮したとき、

水流が制限されているため衝撃波の発生を押さえるようにする。以上の構造では、ケース

は、長期間の耐圧性能を持たせる必要がなく、材質、構造上の問題を大きく軽減すること

ができる。 そこで、３種類のケースを立案して、そのサンプルを至急製造し、水深３０

ｍ下で実証実験を行った。 

（１） サンプル（資料：防爆実験セットアップ） 

製造された衝撃波防止ケースのサンプルは下の表の通りである。基本的には、全アク

リルケース（一体構造）、アクリル＋ガラス繊維強化プラスチック（ＦＲＰ）ケース

（フランジ接続）、アクリル＋ステンレス（ＳＵＳ）ケース（フランジ接続）、からな

る構造で種々の厚みからなるサンプルを製造した。 

 
名称 厚み 実験日 水深 備考 
Acr-Ⅰ アクリル６ｍｍ １月２２日 27.3 m 開口率 0.3% 
Acr-Ⅱ アクリル６ｍｍ １月２４日 27.1 m 開口率１％ 
     
FRP-Ⅰ FRP３ｍｍ＋アクリル６ｍｍ １月２３日 27.2 m  
FRP-Ⅱ FRP７ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２５日 27.0 m  
FRP-Ⅲ FRP５ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２６日 26.9 m  
FRP-Ⅳ FRP５ｍｍ＋アクリル１０ｍｍ １月２６日 26.9 m  
FRP-Ⅴ FRP３ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２７日 26.8 m  
FRP-Ⅵ FRP５ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２７日 26.7 m 逆防爆実験 
     
SUS- I ステンレス１ｍｍ＋アクリル１０ｍｍ １月２３日 27.1 m  
SUS- II ステンレス２ｍｍ＋アクリル１０ｍｍ １月２５日 27.0 m  
SUS- III ステンレス６ｍｍ（下部のみ） １月２６日 26.9 m 松本先生案 

 

（２） 実証試験 （資料：防爆実験セットアップ） 

実験は１月下旬に行われ、その結果は、（資料：実験結果）に示されている。まとめ
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ると、 

① アクリルの厚みは１０mm以上ないと、水深３０ｍで破壊される、 

② ＦＲＰは５ｍｍ以上が必要である、 

③ ＳＵＳは２ｍｍより厚くなければならない、 

となった。 

 本実証実験では、破損を免れた増倍管がまだタンク内に現存しているため、水位を

上げる危険を冒すことができず、水深３０ｍにての試験となった。実際の装置では最

大水深が４０ｍになるので、破損を免れた約１３００本の増倍管を取り外したあとで、

水位を上げ、最大深度近くで最終実験を行う予定である。 

 また、ケースなしの増倍管を破壊し、隣に置いたケース付き増倍管への影響を調べ

るため、１５ｍｍアクリル＋５ｍｍＦＲＰケースを使って実験を行った。その結果、

ケースは破壊され、ケース内の増倍管も誘爆した。しかし、衝撃波圧力は０．３ＭＰ

ａと小さく、また周囲の増倍管がすべて破壊されるまで当該増倍管の破壊は起きなか

った。以上から、ケース内増倍管を破壊するためには、１～２ＭＰａの衝撃波を３回

程度以上必要とすることがわかった。実際には、すべての増倍管がケース入りである

ことから、たとえ１つが大きな衝撃波を出しても隣のケース入り増倍管が誘爆を起こ

すことはないと考えられる。 

（３） 強度計算 （資料：強度計算） 

全アクリルケース及びアクリル＋ＦＲＰケースについて強度計算を行った。その結果

は、全アクリル構造では、５気圧下で安全率５の耐圧を持たせるために必要なアクリ

ル厚は１５ｍｍとなる。６ｍｍ厚、５気圧下だと容器にかかる最大応力は８０ＭＰａ

近くになり、アクリルの破断応力（７６ＭＰａ）を越える。ケースは５気圧弱で破断

するはずである。実際、静水圧試験を行ったところ、計算上もっとも弱い部分（大口

径こぶの部分）が約４気圧で陥没し、その周辺にクラックが入った。また、上記実証

試験でも（Ａｃｒ－Ⅰ、Ａｃｒ－Ⅱ）、６ｍｍ厚全アクリルケースは３０ｍ水深（４

気圧相当）で増倍管の爆宿に伴い破壊された。アクリル厚を１０ｍｍに増やすと、５

気圧下においてアクリル容器にかかる最大応力は２８ＭＰａ程度で、破断応力よりも

十分小さく安全のはずである。 

 ＦＲＰケースに関しては、アクリル１２ｍｍ、ＦＲＰ７ｍｍを固定し、圧力を可変

にしてその耐圧特性を調べた。安全率５としたときの耐圧は、それぞれ５気圧、２気

圧となった。ただし、４気圧でＦＲＰの最大応力は５５ＭＰａとなり、破断応力（１

４７ＭＰａ）の３分の１である。挫屈最大応力が材の肉厚の２乗に比例するとすると、

４気圧下、３ｍｍ、５ｍｍでの最大応力はそれぞれ２９９ＭＰａ、１０８ＭＰａとな

り、３ｍｍでは最大応力が挫屈応力を越える。実際３ｍｍ容器は３０ｍ水深下の実験

で部分破壊を受けた（上記表中ＦＲＰ－１、ＦＲＰ－Ｖ）。５気圧下５ｍｍＦＲＰの

最大応力は１３５ＭＰａ程度であり、ケースは破壊を受けないはずである。アクリル
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も５気圧下で十分な耐圧を持っている。 

 実証実験に使用した公称５ｍｍのＦＲＰケースは、ほとんどの部分が３．５ｍｍ厚

だが、強度の弱い部分が一部強化されて最大６ｍｍ厚となっている。そこで実証実験

に使用した寸法を使ってあらためて強度計算を行った（資料：強度計算―２）。その

結果、最大応力部は１０インチ径ふくらみ部分点状の領域で、４気圧、５気圧でそれ

ぞれ２２４，２８０Ｍｐａとなり、この部分が陥没するはずである。しかし、４気圧

（水深３０ｍ）の実証試験ではケースの破壊は起きておらず、この点状部分は補強の

効果により応力集中を免れていたものと思われる。計算によると、次に大きな応力集

中はネック部（変曲点部）で、４気圧、５気圧でそれぞれ１０４，１３０ＭＰａとな

っている。従って、上の簡単な考察の結論と同じく、補強が適切になされている限り

５気圧においてもケースは破壊を受けないであろう。 

 以上から、４０ｍ水圧下で要求されるケースは、１５ｍｍアクリル＋５ｍｍＦＲＰ

（５ｍｍＦＲＰの曲げによるアクリルへの歪みを避けるためアクリルは厚くすべき

である）、あるいは１０ｍｍ―１５ｍｍ全アクリルケースが妥当である。 

（４） 浅い水深での実験 （資料：実験結果―４節） 

前回委員会で水深を可変にしたときの衝撃圧力に興味が持たれたので、水深３ｍおよ

び１０ｍで９本の増倍管を使った誘爆テストを行った。いずれの場合も誘爆は起きな

かった。衝撃圧力の水深依存性はシミュレーション結果（外圧の１．９乗）と定性的

に一致した。（下図：横軸、縦軸はそれぞれ水深と衝撃圧力を表す。青線が、シミュ

レーションから予想される圧力の水深依存性を示す。） 
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（５） 今後取るべき当面の方策  

 以上の考察から、衝撃波防止ケースは予想通りの効果を上げ、増倍管の破壊による

隣接増倍管の誘爆を防ぐことができた。そこで、当面の対策として衝撃波防止ケース

をすべての増倍管に取り付けることとしたい。 

 ４０ｍ水圧下で要求される衝撃波防止ケースは、１５ｍｍアクリル＋５ｍｍＦＲＰ

（５ｍｍＦＲＰの曲げによるアクリルの歪みを避けるためアクリルは厚くすべきで

ある）が妥当である。（あるいは１０ｍｍ―１５ｍｍ全アクリルケースも可能であろ

う。）近く実証実験を行う予定である。 

 水深が浅い場所にある増倍管には、このように強度の高い衝撃波防止ケースは必要

ないため、天井部付近のケースは肉厚の薄いものとする。 

 

3. 平成１４年度スーパーカミオカンデ実験部分復旧に向けての計画   

 ２月中に水深４０ｍにおける衝撃波防止装置の実験がすべて終了した時点で直ちにタン

クの排水作業に入りたい。排水時には水面近くにある残骸をすべて撤去し、またタンク内

構造物をすべて洗浄する。底面まで水位が低下した時点で最初の爆縮候補球の残骸を回収

して検査を行う。底面洗浄がすべて終了したあと、タンクの漏水個所の検査及び補修を行

う。 

 平成１４年度に入って増倍管の撤去、再配置の作業に入り、平成１４年１０，１１月頃
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に観測を開始するスケジュールで部分的再建をはかりたい。（資料： 部分復旧工程表） 

 手持ちの増倍管は５２４８本であり、これらにすべて衝撃波防止ケースを取り付け、タ

ンク全面に均等に配置する。増倍管光電面の壁面全体に対する面積比は事故前の４７％と

なる。 

 事故前と比べて４７％の増倍管実装密度では、低エネルギーニュートリノ反応や低エネ

ルギーガンマ線の検出能力が大幅に劣化するため、太陽ニュートリノの精密観測や陽子崩

壊の?+K+モードの探索が不可能となる。しかし、チェレンコフ光を多く発生する大気ニュ

ートリノや加速器ニュートリノ（Ｋ２Ｋ実験）の検出、ニュートリノによる超新星出現の

監視等は約半分の増倍管実装密度でも可能である。 

 全面復旧には、約６０００本の増倍管を新たに購入しなければならないが、その製造に

は４年を要する。その間スーパーカミオカンデ実験を全く中断するわけにはいかない。以

上が部分復旧を早急に行わなければならない理由である。 

 

4. 平成１５年度以降の全面復旧について 

（１）その必要性 （資料： 増倍管実装密度の観測量への影響について） 

 スーパーカミオカンデの増倍管実装密度は無論研究上の必要性から決定された。

上に述べたように、太陽ニュートリノの効率の良い検出、陽子崩壊?+K+モードの探

索には全面復旧が必須である。さらに、超新星ニュートリノの精密観測、人工ニュ

ートリノによる高精度振動実験には、増倍管実装密度を当初の値に戻すことがどう

しても必要である。 

 これらの研究には、スーパーカミオカンデがもっとも効率よく遂行することので

きる重要な観測量が存在する。たとえば、ニュートリノ振動の基本パラメータを決

定するためには、太陽ニュートリノのエネルギーと天頂角の２次元分布を精密に測

定する必要がある。そのためには全面復旧したスーパーカミオカンデを少なくとも

あと５年以上運転しなければならない。 

 将来起きる超新星からのニュートリノ観測では、もっとも検出効率の高い反電子

ニュートリノとともに、電子型、ミュー・タウ型のニュートリノを観測することが

超新星爆発の機構や爆発に伴うニュートリノ振動の効果を研究するために必須であ

る。これらのニュートリノは太陽ニュートリノと同じレベルのエネルギーを持って

おり、その効率的な観測には、全面復旧したスーパーカミオカンデ装置が必要であ

る。 

 陽子崩壊?+K+モードでは、崩壊に伴って放出される６ＭｅＶのガンマ線の検出が、

陽子崩壊をノイズシグナルから区別するために必須である。このような低エネルギ

ーガンマ線の検出は、スーパーカミオカンデの全面復旧があって初めて可能となる。 

 人工ニュートリノによる今後のニュートリノ振動実験では、ミューニュートリノ

ビームを神岡に向けて発射し、ミューニュートリノの一部が変身した電子ニュート
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リノを直接捕らえる研究が重要なテーマとなる。中性パイ中間子からのガンマ線が

電子ニュートリノのもっとも大きなノイズシグナルとなるが、シミュレーションに

よると、これらのノイズシグナルを軽減させるのには、増倍管の実装密度を上げな

ければならないことがわかっている。 

（２）全面復旧に向けて 

 スーパーカミオカンデ全面復旧のために新たに必要とする増倍管は約６０００本

であり、その製造に必要な期間は４年である。全面復旧は、全増倍管が納入された

後、部分復旧されたスーパーカミオカンデによる観測を停止し、新増倍管６０００

本の取り付けを行うことにより完了する。 

 上に記したように、全面復旧により遂行可能な研究テーマが多く残っており、ま

たこれらはスーパーカミオカンデにのみできる研究も多い。スーパーカミオカンデ

の全面復旧を早急に行いたい。 
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（１）防爆実験セットアップ 

（２）実験結果 

（３）強度計算 

（４）強度計算―２ 

（５）部分復旧工程表 

（６）増倍管実装密度の観測量への影響について 

（７）全面復旧計画案 



資料：防爆実験のセットアップ 
 

 防爆実験が平成１４年１月２１日から２７日にかけて、また水深を変えた誘爆実験が１

月２９、３０日に行われた。防爆実験は、スーパーカミオカンデ再建時に取り付けられる

衝撃波防止ケースのデザインの決定を目的にしている。実験の方法は平成１３年１２月２

６、２７日に行われた誘爆実験と基本的に同じで、9 本（３ｘ３）の増倍管（PMT）をス

ーパーカミオカンデ（SK）と同じ間隔で配置し、中央に位置する PMT を人為的に破壊す

る。ただし、人為的に破壊されるＰＭＴには衝撃波防止ケースが取り付けられ、ＰＭＴ破

壊時に発生する衝撃波がどのくらい低減されるか、衝撃波防止ケースは破壊されないか、

周辺のＰＭＴは誘爆しないかなどが試験される。また、誘爆で生じた衝撃波が衝撃波防止

ケースに及ぼす影響を見るため、中心に裸のＰＭＴを置いてこれを人為的に割り、周りの

ＰＭＴのうち１つだけ衝撃波防止ケースをつけた実験（逆防爆実験）も行った。さらに水

深の違いによる誘爆時の衝撃波の影響を見るため、１２月２６、２７日と同じセットアッ

プで水深１０ｍと３ｍで誘爆実験を行った。これらに先立ち、１２月２８日、２９日に防

爆の原理を実証するためのテストを行っている。 

  

 衝撃波防止ケースは大別すると３種類用意した。 

 

１） アクリルケース：ＰＭＴ全体をアクリル製のケースで覆っている。ケースの形はＰ

ＭＴとほぼ同じで、ＰＭＴ光電面頂部からステム部下部へ半割りになっていて、Ｐ

ＭＴをケースの中に入れた後にケースを接着する（図１）。詳細は資料１を参照。 

  

図 1 アクリルケース 



２） ＦＲＰケース：ＰＭＴ下部をＦＲＰでできたバケツ状の容器に入れ、光電部側にド

ーム状のアクリルのフタをボルトで取り付ける（図２）。詳細は資料２を参照。 

 

  

図 2 ＦＲＰケース 

 

３） ＳＵＳケース：ＰＭＴ下部をステンレス製の容器に入れ、２）同様光電部にはアク

リルを使っている（図３）。ステンレス部は二つ割れになっている。詳細は資料３を

参照。 

 

  

図 3 ステンレスケース 

 

 

 

 

 

 



 それぞれの衝撃波防止ケースを用いた実験の呼称、ケースの厚み、実験日、水深を以下

にまとめる。 

 

名称 厚み 実験日 水深 備考 

Acr-Ⅰ アクリル６ｍｍ １月２２日 27.3 m 開口率 0.3% 

Acr-Ⅱ アクリル６ｍｍ １月２４日 27.1 m 開口率１％ 

     

FRP-Ⅰ FRP３ｍｍ＋アクリル６ｍｍ １月２３日 27.2 m  

FRP-Ⅱ FRP７ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２５日 27.0 m  

FRP-Ⅲ FRP５ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２６日 26.9 m  

FRP-Ⅳ FRP５ｍｍ＋アクリル１０ｍｍ １月２６日 26.9 m  

FRP-Ⅴ FRP３ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２７日 26.8 m  

FRP-Ⅵ FRP５ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １月２７日 26.7 m 逆防爆実験 

     

SUS- I ステンレス１ｍｍ＋アクリル１０ｍｍ １月２３日 27.1 m  

SUS- II ステンレス２ｍｍ＋アクリル１０ｍｍ １月２５日 27.0 m  

SUS- III ステンレス６ｍｍ（下部のみ） １月２６日 26.9 m 松本先生案 

 

防爆の原理は、PMT の爆縮が起こったときに、衝撃波を小さくする考えに基づいている。

爆縮時間は水の流入時間によって決まっており、この爆縮時間が長ければ、発生する衝撃

波の強さが小さくなる。このため、原理実証試験として、強固な SUSとアクリルを用いて、

防爆発ケースにあける開口部の大きさを変えることにより衝撃波の出方を調べた。この原

理実証試験は以下のように１２月の２８日、２９日と行われた。 

 

SUS-P1 ステンレス６ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １２月２８日 27.4 m 開口率 16％ 

SUS-P2 ステンレス６ｍｍ＋アクリル１５ｍｍ １２月２９日 27.4 m 開口率~1% 

 

ＰＭＴは誘爆実験同様、縦２１２ｃｍ、横２８８ｃｍ、高さ２７０ｃｍ、重さ８００ｋ

ｇの専用フレームに、SKで実際に用いられている金具を取り付けて固定された。取り付け

られるＰＭＴは 2000年夏のＰＭＴ交換時に取り替えられたＰＭＴである。フレームはクレ

ーンに吊り下げられ、誘爆実験時とほぼ同じ水深で実験は行われた。 

使用された検出器は、１）トルマリン圧力計、２）歪計、３）高速ビデオカメラ 

である。個々の検出器の詳細な記述は前回委員会に提出した資料「誘爆実験セットアップ」

に記載されている。 



アクリルケースを用いた防爆実験は２回行われた（Acr-Ⅰ、Acr-Ⅱ）。 

 

Acr-Ⅰ： 図４ 

日時 ２００2年 1月２1日１６時３５分 

水深 ２７．３ｍ（ＰＭＴの最大径の位置） 

アクリル厚さ：６ｍｍ 

 

アクリルケースは中心のＰＭＴ５に取り付けられ、このＰＭＴが人為的に破壊

される。圧力計は破壊されるＰＭＴ３，５，７の真上、高さ約１４０ｃｍに４

本取り付けられた。高速カメラはＰＭＴ８の上方からＰＭＴ５を中心に収める

ように設置した。歪ゲージはアクリルケースの小口径部に２つ、大口径部に１

つ、天頂部に１つ取り付けられた。 

 

図 ４ Ａｃｒ－Ⅰ のセットアップ 



 

Ａｃｒ－Ⅱ： 図５ 

日時 １月２３日１１時２４分 

水深 ２７．１ｍ 

アクリル厚さ：６ｍｍ 

 

Ａｃｒ－Ⅰからの変更点は、開口面積を 0.3 % から 1 %に広げられたことで

ある。圧力計はＰＭＴの位置近くでの圧力を測定するため、Ｐ３をＰＭＴ１

とＰＭＴ２の中間、Ｐ４をＰＭＴ７とＰＭＴ８の中間、高さはＰＭＴの最大

径と同じ位置に設置された。歪計はＡｃｒ－Ⅰと同じ位置である。高速カメ

ラはＰＭＴ８とＰＭＴ９の間からＰＭＴ５を横から収めるようにセットされ

た。 

 

 

図 ５ Ａｃｒ－Ⅰのセットアップ 



ＦＲＰケースを用いた防爆テストは６回（ＦＲＰ－Ⅰ～Ⅵ）行われた。 

ＦＲＰ－Ⅰ： 図６ 

日時 １月２２日１３時５５分 

水深 ２７．２ｍ 

ＦＲＰ厚さ：３ｍｍ アクリル厚さ：６ｍｍ 

 

圧力計、歪みゲージの位置はＡｃｒ－Ⅰと同じで、Ｓ１．Ｓ２、Ｓ３はＦＲ

Ｐ部、Ｓ４はアクリル部に取り付けられた。。高速カメラはＰＭＴ８とＰＭＴ

９の間からＰＭＴ５を横からとらえるように、設置された。 

 
 

図６ ＦＲＰ－Ⅰのセットアップ 



ＦＲＰ－Ⅱ： 図７ 

日時 １月２５日１０時５４分 

水深 ２７．０ｍ 

ＦＲＰ厚さ：７ｍｍ アクリル厚さ：１５ｍｍ 

 

圧力計はＡｃｒ－Ⅱと同じ位置に設置された。歪みゲージと高速カメラの位

置はＦＲＰ－Ⅰと同じである。 

 

図７ ＦＲＰ－Ⅱ～Ⅴのセットアップ 



ＦＲＰ－Ⅲ： 図７ 

日時 １月２６日１０時５０分 

水深 ２６．９ｍ 

ＦＲＰ厚さ：５ｍｍ アクリル厚さ：１５ｍｍ 

 

セットアップはＦＲＰ－Ⅱと同じ 

 

ＦＲＰ－Ⅳ： 図７ 

日時 １月２６日１８時０８分 

水深 ２６．９ｍ 

ＦＲＰ厚さ：５ｍｍ アクリル厚さ：１０ｍｍ 

 

セットアップはＦＲＰ－Ⅱと同じ 

 

ＦＲＰ－Ⅴ： 図７ 

日時 １月２７日１０時３５分 

水深 ２６．８ｍ 

ＦＲＰ厚さ：３ｍｍ アクリル厚さ：１５ｍｍ 

 

セットアップはＦＲＰ－Ⅱと同じ 

 



ＦＲＰ－Ⅵ（逆防爆実験）： 図８ 

日時 １月２９日１４時５６分 

水深 ２６．７ｍ 

ＦＲＰ厚さ：５ｍｍ アクリル厚さ：１５ｍｍ 

 

ＦＲＰケースは最も遅く誘爆すると期待されるＰＭＴ１に取り付けられた。

歪み計はＳ１がＦＲＰの小口径部、Ｓ２がアクリル大口径部、Ｓ３はＳ２と

同じ位置でＰＭＴの表面に取り付けられた。圧力計と高速カメラの位置はＦ

ＲＰ－Ⅱと同じである。 

 

図８ ＦＲＰ－Ⅱ～Ⅴのセットアップ 



ステンレスケースを用いた防爆テストは３回（ＦＲＰ－Ⅰ～III）行われた、また、原理実

証試験（SUS-P1, SUS-P2）もステンレスを用いて行われた。 

ＳＵＳ－I： 図９ 

日時 １月２３日１６時１５分 

水深 ２７．１ｍ 

ＳＵＳ厚さ：１ｍｍ アクリル厚さ：１０ｍｍ 

 

圧力計はＡｃｒ－Ⅰと同じ位置に設置された。歪みゲージの位置はＳ１、Ｓ

２がＰＭＴ小口径部に対応するステンレス部、Ｓ３とＳ４はアクリル部でＳ

３は天頂部、Ｓ４は大口径部に取り付けられた。高速カメラはＡｃｒ－Ⅱ同

様、横からＰＭＴ５を収めるように設置された。 

 

図９ ＳＵＳ－Iのセットアップ 



ＳＵＳ―II： 図１０ 

日時 １月２５日１５時２３分 

水深 ２７．０ｍ 

ＳＵＳ厚さ：２ｍｍ アクリル厚さ：１５ｍｍ 

 

圧力計はＡｃｒ－Ⅱと同じ位置に設置された。また、歪みゲージと高速カメ

ラの位置はＳＵＳ－Ⅱと同じ位置に設置された。 

 

図１０ ＳＵＳ- IIのセットアップ 



ＳＵＳ－III（松本先生案）： 図１１ 

日時 １月２６日１５時０８分 

水深 ２６．９ｍ 

ＳＵＳ厚さ：６ｍｍ アクリルなし 

 

圧力計はＡｃｒ－Ⅱと同じ位置に設置された。また、これに加えてＰＭＴ５

のほぼ真上水深３ｍの位置にも圧力計が沈められた。歪みゲージはＰＭＴ２、

ＰＭＴ４，ＰＭＴ６，ＰＭＴ８のそれぞれＰＭＴ５に最も近い小口径部に取

り付けられた。高速カメラの位置はＳＵＳ－Ⅱと同じ位置に設置された。 

 

図１１ ＳＵＳ－IIIのセットアップ 



ＳＵＳ－P2： 図１２ 

日時 １２月２９日１１時２０分 

水深 ２７．４ｍ 

ＳＵＳ厚さ：６ｍｍ アクリル厚さ：１５ｍｍ 

 

圧力計は誘爆実験同様にＰＭＴ１、ＰＭＴ３，ＰＭＴ５、ＰＭＴ７、ＰＭＴ

９の上方高さ１４０ｃｍの位置に設置された。歪みゲージの位置はＳ１、Ｓ

２がＰＭＴ小口径部に対応するステンレス部、Ｓ３とＳ４はアクリル部でＳ

３は天頂部、Ｓ４は大口径部に取り付けられた。高速カメラは誘爆実験

Test9-3同様、ＰＭＴ５を中心に上方からとらえるよう設置された。 

 

図１２ ＳＵＳ－P2のセットアップ 



浅い水深での誘爆テストは水深１０ｍと５ｍで行われた。 

セットアップ： 図１３ 

日時 １月２９日１６時３８分（水深１０ｍ） 

   １月３０日１０時２２分（水深３ｍ） 

 

圧力計は誘爆実験同様にＰＭＴ１，ＰＭＴ５、ＰＭＴ７、ＰＭＴ９の上方高

さ１４０ｃｍの位置に設置された。歪みゲージはＰＭＴ２、ＰＭＴ４、ＰＭ

Ｔ６、ＰＭＴ８の最もＰＭＴ５に近い小口径部に取り付けられた。高速カメ

ラは誘爆実験 Test9-3同様、ＰＭＴ５を中心に上方からとらえるよう設置され

た。 

 

図１３ 水深３ｍ、１０ｍのセットアップ 



１． 実験結果 
 
今回は以下のような実験を行った。 

• 水深約 30mでの衝撃波防止ケースのテスト１ 

（ケース内 PMT の爆縮に起因する誘爆を防ぐか：爆縮に伴う衝撃波の強さを誘爆が起こら

ない程度に小さくできるか） 

• 水深約 30mでの衝撃波防止ケースのテスト２（逆防爆実験） 

（衝撃波によるケース内の PMTの破壊を防止できるか） 

• 浅い水深での誘爆テスト 

（浅い水深で誘爆が起こるかどうかのテスト） 

今回の実験結果のまとめを表１に示す。 

 

試験タ

イプ 

誘爆を

防いだ

か 

ケースは壊れたか フレーム

は曲がっ

たか 

爆縮開始

時間 

(ミリ秒) 

爆縮所要

時間 

 (ミリ秒) 

1.4mの距離での

爆縮後最大圧力

(メガパスカル) 

水深約 30mでの衝撃波防止ケースのテスト１ 

Acr-I    ○ × ○ 5 25 0.35 

Acr-II   ○ × ○ 5 25 0.90 

FRP-I   ○ ×アクリルから破損 × 5 21 0.45 

FRP-II  ○ ○ ○ 210 410 <0.01 

FRP-III ○ ○ ○ 5 530 <0.01 

FRP-IV ○ ○ ○ 10 560 <0.01 

FRP-V  ○ ×FRPから破損 ○ 5 22 0.20 

SUS-I  ○ ×SUSから破損 ○ 10 18 0.50 

SUS-II  × ×SUSから破損 ○ 145 25 0.50 

SUS-III ○ ○ × 不明 (20) 0.5 

SUS-P1 ○ ○ × 12 35 0.25 

SUS-P2 ○ ○ ○ 150 270 <0.01 

水深約 30mでの衝撃波防止ケースのテスト２（逆防爆実験） 

FRP-III  ×  不明 不明 0.3 

浅い水深での誘爆テスト 

10m ○   不明 (22) 0.6 

3m ○   不明 (35) 0.5 

表１：防誘爆実験結果 

 
表１で、「爆縮後最大圧力」は、約 1.4mの距離に配置した圧力センサーの測定値であり、爆縮が終了し

た後で測定された最大の値である。FRP-IIIの逆防爆実験は P2の値であるが、他は P1の値である。「爆

縮所要時間」は PMT全体が破壊されてから P1または P2で最大の衝撃波が観測されるまでの時間であ

る。衝撃波が観測できない場合には衝撃波防止ケースの歪みが 0 に戻った時間までとした。PMT 全体

が破壊された時間は衝撃波防止ケースに大きな歪みが掛かり始めた時とした。ケースが無い場合には、

プッシャーが PMTに激突した時と P1または P2で衝撃波が観測された時の間を爆縮所要時間とし、()

付きで示した。「爆縮開始時間」はプッシャーが PMTを破壊してから PMT全体が壊れ始めるまでの時

間である。 

 



 

２． 水深約 30mでの衝撃波防止ケースのテスト１ 
 
水深約 30mにおいて衝撃波防止ケース内の PMTが爆縮した際に隣接する PMTの誘爆を防ぐことがで

きるかどうかの実験を行った。今回は３種類の構造のケースを用い、強度を変更しながら計１２回実験

を行った。実験で得られた圧力計、歪み計、加速度計の例を図１に示す。 

 

 
図１：（左）FRP-V。ケースが破壊された。（右）FRP-IV。ケースは破壊されなかった。 

 
図１の左側は FRP-Vの試験の結果である。横軸は時間で T=0msはトリガ信号が ONになった時間であ

る。T=10ms付近でプッシャーが PMTに激突しガラスを破壊する。その後プッシャーにより破壊され

た PMT は爆縮を開始する。プッシャーが激突後、爆縮開始までの時間はほとんどが 5-～10ms 程度で

あるが中には 100ms以上かかる場合もあった（表１参照）。FRP-Vの場合には S1が T=15ms（プッシ

ャーが激突後 5ms）で大きな歪みを検出し始めた。つまり T=15ms から爆縮が開始されたと考えられ

る。その後 S1の出力は T=35ms付近で急に変化する。このときに S1の取り付けられた付近のケース

が破壊されたと考えられる。その後 T=37ms付近で P1から P4で衝撃波パルスが観測された。この場

合、爆縮時間は 37-15=22msとなる。図１の右側はケースが破損しなかった場合の例である。T=20ms

付近で S1から S4に大きな歪みが掛かり始めた。この歪みが T=580ms付近まで継続している。歪みの

量は一定である。この期間が爆縮の時間に相当すると考えられる。爆縮後に P1 から P4 ではいずれも

有意な衝撃波は観測されなかった。 

 



まずケースの破壊が伴わなかった場合について考察する。表１から６つの実験でケースは破壊しなかっ

た、ただし、SUS-IIIではケースに流れ込む水流が特定の方向からきたためフレームがまがってしまっ

た。その結果、同じフレームに取り付けられた PMT のバンドが外れ、２つの PMT がフレームから外

れて浮き上がってしまった。SUS-P1 は、容器の開口面積が他の 10 倍程度広かったため、縛縮時間が

比較的短くなっており、爆縮後の衝撃波も有意な値が観測されている。他の４つのケースではまったく

問題がなかった。この中で構造的に最も弱い物は FRP-IVである。水深 30mでは、アクリル 10mmと

FRP 5mmで作成したケースを用いればケース内部の PMTの爆縮に耐えられ、かつ衝撃波を発生させ

ないことが分かった。 

 
次にケースの破損が伴う場合について考察する。爆縮時間は 18～30ms程度で、ケース無しの場合とほ

ぼ同等であるが、観測された衝撃波はケース無しの場合と比較すると 1/3程度になっている。衝撃波は

ケースにより弱められたが 6例中 1例が周囲の PMTの誘爆を引き起こしてしまった。よって、限られ

たデータサンプルしかないが、破損することが明らかな衝撃波防止ケースを採用すべきではないと言え

る。さらに高速ビデオ映像のデータを併せて分析すると、ケースの破損が伴う場合は、最初構造的に弱

い部分が破壊されその後全体が破壊される事が分かった。たとえば、SUS-IIの場合には SUS部分に開

けられたプッシャー挿入のための穴の部分から破壊が始まったようである。 

 
プッシャーのために開けられた穴はリムを切断してありここが最初に曲がったと考えられる。それに伴

いステンレスのフランジ部分が曲げられ、アクリルフランジ付近に亀裂が入った。その後アクリルカバ

ー全体に破壊が進んでしまったようである。実際の衝撃波防止ケースでは今回のような構造的に弱い部

分は存在しないが、今回の試験ではそのようなケースをテストすることは出来なかった。胴体がステン

レスの場合には SUS-P1 と SUS-P2 で用いられた 6mm 厚のもののみが今回水深 30m での内部 PMT

の爆縮で破壊されないことが証明された。 

SUS-IIの場合、初期の PMT爆縮による力はステンレス部分を変形するために使用され、アクリルカバ

ー部分には歪みは発生しなかった。よって、このケースでは前面に 10mm厚のアクリルカバーを使用し

ているが、アクリル部分の構造が弱かった証拠にはならない。SUS-I でも 10mm 厚のアクリルカバー

を使用したがこのケースも SUS 部分から破壊されたので同様である。FRP-I では 6mm 厚のアクリル

部分から破壊されたそのため前面のアクリルカバーは水深30mでは6mm厚では不足することがわかっ

た。FRP-IV の結果から、アクリルカバーに関しては 10mm 厚以上のものが水深 30m での内部 PMT

の爆縮に耐えることが証明された。 

FRPの胴体に関しては 3mm厚の FRPの強度をテストするために 15mmのアクリルカバーと組み合わ

せて FRP-Vを行ったが、FRP部分が破損した。よって、FRP 3mm厚も水深 30mでの内部の PMT爆

縮に耐えられない。FRP-IVの結果から 5mm厚以上の物なら爆縮に耐えることが分かった。 

全面アクリル一体型カバー(Acr-Iおよび II)の場合には、今回の試験ではいずれもケースが破壊された。

今回、10mm厚のアクリルを型にあてて整形したケースを使用したため、一部で厚みが薄い部分が生じ

た。FRP-I の実験結果から、アクリルが 6mm 厚程度では破壊されてしまうことが分かっているが

Acr-I,II で使用されたケースの一部はこの程度まで薄くなっていた。そのため構造的に弱い部分からケ

ースの破壊が進んだのであろう。 



 

３． 水深約 30mでの衝撃波防止ケースのテスト２（逆防爆実験） 
 
次に、水深約 30mにおいて裸の PMTが爆縮した際に、衝撃波防止ケースを取り付けた PMTの破壊を

防ぐことができるかどうかの試験を行った。実際の場合にはすべての PMT に衝撃波防止ケースをつけ

るわけであるから、今回のテストは、実際の３から４倍以上の衝撃波を外からあてたことになる。今回

用いたケースは FRP-IIIで、PMT1の位置に配置した。 

結果を図２に示す。 

 

 

図２：テスト２(逆防爆実験)の結果。 

 
T=25ms付近で PMT5が破壊された衝撃波を検出している。その後 T=80ms程度までで周囲の PMTが

順番に誘爆した。観測された圧力は 1 から２MPa 程度である。T=60ms 付近でケースに取り付けた歪

み計のふれが大きくなっている。ケースの一部が破壊された可能性がある。最後に T=95-100msで衝撃

波防止ケースを付けた PＭＴが誘爆した。このときに発生した衝撃波は小さく、0.3MPa であった。ま

た周囲の PMTがすべて破壊されるまで PMT1の位置の PMTは破壊されなかった。よって、今回の試

験からは、ケース内 PMTを破壊するために 1～2MPaの衝撃波を 3回程度以上必要とする事がわかっ

た。 

 



この試験は実際より過酷な条件のもとで行われた。実際には周囲の PMT すべてに衝撃波防止ケースを

取り付けるため 1～2MPa程度の衝撃波は発生しない。よって、少なくとも FRP-IIIケースをすべての

PMTに取り付ければ外部で生じた爆縮から内部の PMTを保護できると言って良いであろう。 

 

４． 浅い水深での誘爆テスト 
 
水深が浅い場合として３ｍと１０ｍで衝撃波防止ケースは使用せずに誘爆再現テストを行った。結果は

表１に示したとおりいずれも誘爆は発生しなかった。発生する圧力は水深３０ｍの時の約 1.2MPaと比

較すると明らかに小さくなっている。図３はプッシャーで破壊した PMTに関して、1.4mの距離で測定

した最大圧力と、そのときの水深をプロットしたものである。図３中の線は、最大圧力が水深＋大気圧

の１、1.5、1.9乗に比例すると仮定してフィットしたものである。実験結果は、シミュレーションの結

果 1.9乗（青い線）と矛盾はしていない。 

 
図３：最大圧力の水深依存 

 



 

５． まとめ 
 
これらの結果から以下のような事がわかった。 

 
• ケースが破壊されない場合には開口面積と爆縮時間はほぼ反比例する。爆縮時間が延びれ
ば、それに比例して、衝撃波の強さが弱くなる。 

• 爆縮時間が 300ミリ秒程度以上になるようにすれば、衝撃波の発生を 0.1気圧未満に抑え

ることができる。 

• ケースが破壊された場合においてもケースなしの場合と比較して衝撃波の大きさは 1/3程

度に抑えられている。 

• ケースは、外部で発生した爆縮から内部の PMTを保護する目的にも効果が認められた。 

• 誘爆しなかった場合でも、流入する水流が一方向に偏っている場合には PMT をとめてい

る L-アングルフレームがゆがめられてしまい、その衝撃で PMTがはずれてしまう場合が

あることが判明した。 

• 水深が浅い場合には誘爆しない。少なくとも水深１０ｍでは発生しなかった。 

 
よって、スーパーカミオカンデ検出器では、 

 
• ケース内部の PMT が破壊した場合にも破壊されないような衝撃波防止ケースを採用する、 

• 爆縮時間が 300ms程度以上かかるような開口面積にする、 

 
必要がある。これによりケース内の PMT が爆縮しても、周囲に衝撃波が出ることはなく、誘爆を防ぐ

ことが可能である。 

 

 
以上。 

 



平成 13年 12月 28日 

東京大学宇宙線研究所殿 

富士通株式会社 

防爆用アクリルケース強度解析結果報告書 

１．解析概要 

 光電子増倍管に取り付けを検討している２モデルの防爆用アクリルケースに対して、5.0気圧（水深

40ｍでの水圧）の圧力を与えた場合の強度解析を行う。 

 ただし、実際には急激な気圧変化による時間的な影響、アクリルケース内部に流れ込む水の影響、

5.0気圧に耐えられない場合のアクリルケースの時間履歴での変形状況等、検討すべき項目は色々とあ

るが、今回は期間的な制約から、次の前提条件を基に線形静的強度解析を行い、それに基づく評価を

行うものとする。 

 ・アクリルケース外部に静的に 5.0気圧が与えられた際の静的強度解析を行う。 

 ・アクリルケースの強度評価は、上記解析で得た各場所で発生した応力値が、許容応力値より小さ 

  い（壊れない）か否か（壊れる可能性高い）といった基準にて評価を行う。 

 ・上記評価にてアクリルケースが壊れる可能性が高いと判断された場合、次のような耐久性予測を 

  行う。 

   モデル１ ：ケースの板厚を変更して解析を行った結果から耐久可能な板厚を予測する。 

   モデル２ ：気圧を変更して解析を行った結果から耐久可能な気圧値を予測する。 

  ただし、上記予測に関しては期間的な制約から上記パラメタの変更数は数点とし、この結果か 

  ら予測を行うため、厳密な値を導き出すところまでは行わない。 

 

２．解析条件 

（１）対象解析モデル 

 ・光電子増倍管を除き、アクリルケースのみを解析モデルの対象とし、次の２モデルを解析する。 

   モデル１：下図左の形状で、材質は総アクリルとしたモデル 

   モデル２：下図右の形状で、左部品をアクリル、右部品をハンドレイアップとしたモデル 

 

       
    モデル１概念図      モデル２概念図 
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 ・実際の解析モデルは、ケース形状の対称性から１／２部分を解析モデルとする。 

  （下図の A-A’面で対称性があるため、その半分をモデル化） 

 
       アクリルケース正面図 

（２）形状データ 

 ・頂いた図面より、形状データを作成（３次元解析データ）する。 

 ・各モデルは次の要素を用いてモデル化する。 

 モデル１  ：シェル要素（ケース板厚中立面位置にサーフェースモデルとして定義） 

モデル２  ：ソリッド要素（板厚形状も含めてソリッドモデルとして定義） 

  ただし、場合によっては作業中に解析上の便宜性から要素のタイプを変更してモデル化する場合 

  もあり得る。 

 ・ケース各部の板厚は均一であり、次のような板厚とする。 

 モデル１  ：初期ケース板厚＝5.0ｍｍ（均一） 

    （ただし、作成するシェル要素の位置は、板厚＝10.0ｍｍの時の位置で 

  モデル化する。） 

 モデル２  ：前半部初期ケース板厚＝12.0ｍｍ（均一・フランジ部も同板厚） 

 後半部初期ケース板厚＝7.0ｍｍ（均一・フランジ部も同板厚） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       モデル２の前半部         モデル２の後半部 
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・ＦＥＭモデルイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・モデル規模 
モデル 節点数 要素数 

1 1957 1991
2 53543 41086

 

モデル１メッシュ図 

モデル２メッシュ図 

水色：アクリル材 

（板厚方向に要素４層で作成） 

緑色：ハンドレイアップ材 

（板厚方向に要素３層で作成） 

アクリル材 



（３）材料データ 

 各材質の材料特性値は次の通りとする。 

   アクリル  ：ヤング率＝3200MPa ポアソン比＝0.35 

    引張り強さ＝76.0MPa 

   ハンドレイアップ ：ヤング率＝1000kgf/mm2 = 9800MPa ポアソン比＝0.31 

    引張り強さ＝15.0kgf/mm2 = 147.0MPa 

 各モデルにおける材質は次の通りである。 

モデル１  ：全てアクリル 

モデル２  ：前半部＝アクリル 後半部＝ハンドレイアップ 

（４）拘束条件データ 

 B-B’断面及び C-C’断面にある５ヶ所の四角形穴側面部（図赤丸部分）を完全拘束する。 

 

   

        拘束位置（図はモデル１の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                    境界部 

                                                 

  

 

 

 

 

またモデル２における前半部と後半部との境界

については、接している両方の全節点を共有（一体

化）することで結合させる（ボルト結合を考慮しな

くても、本解析には影響が小さいと考える）。 

アクリル側 

ハンドレイアップ側 

節点共有 



（５）荷重条件 

 ・各モデルの外表面に対して 5.0気圧（0.5066Mpa）の圧力を与える（方向は外側から内側に向か 

  う方向）。 

（６）パラメタ変更しての再解析 

 ・5.0気圧の荷重値を与えた解析の結果から、耐久性に問題有りと判断された場合には、各モデル 

  にて次の条件を変更して再度解析を行い、耐久性予測の判断材料とする。 

   モデル１  ：ケースの板厚を増加方向に変更して 10,15,20mmにおける解析を行う。 

   モデル２  ：気圧を減少方向に変更して 4.0,3.0,2.0,1.0気圧における解析を行う。 

 ・モデル１にて板厚を変更する方法は、シェル要素の形状特性として定義してある板厚パラメタを 

  変更するのみである。 

  したがって、板厚を変更した場合には、シェル要素位置を中心として内外面方向に対して１／２ 

  板厚分づつ増減するような形になる。 

  ただし、実際の形状とは１／２板厚分の差異は生じるが、全体的な強度評価には影響は少ないと 

  思われる。 

  ・モデル２に関しては、本来ならば板厚を変更して解析した方が良いと思われるが、モデル作成か

らの作業となってしまうため、今回は気圧を減少方向に変更する方式をとるものとする。 

 

 



３．解析結果 

（１） モデル１における解析結果出力図 

①変位図 

 
 

 

図８－１ 

図８－２ 



 
 

 
 

 

 

図９－１ 

図９－２ 



 
 

 
 

 

 

図１０－１ 

図１０－２ 



 
 

 
 

 

 

図１１－１ 

図１１－２ 



②ミーゼス応力コンタ図 

 
 

 
 

 

図１２－１ 

図１２－２ 



 
 

 
 

 

 

図１２－３ 

図１２－４ 



 
 

 
 

 

 

図１２－５ 

図１２－６ 



 
 

 
 

 

 

図１３－１ 

図１３－２ 



 
 

 
 

 

 

図１３－３ 

図１３－４ 



 
 

 
 

 

 

図１３－５ 

図１３－６ 



 
 

 
 

 

 

図１４－１ 

図１４－２ 



 
 

 
 

 

 

図１４－３ 

図１４－４ 



 
 

 
 

 

 

図１４－５ 

図１４－６ 



 
 

 
 

 

 

図１５－１ 

図１５－２ 



 
 

 
 

 

 

図１５－３ 

図１５－４ 



 
 

 

図１５－５ 

図１５－６ 



（２） モデル２における解析結果出力図 

①変位図（表示２０倍） 

 

 

 

図１６－１：５気圧（内側ビュー） 

図１６－２：５気圧（上側ビュー） 



 

 

 

 

図１６－３：５気圧（前側ビュー） 

図１７－１：４気圧（内側ビュー） 



 

 

 

 

図１７－２：４気圧（上側ビュー） 

図１７－３：４気圧（前側ビュー） 



 

 

 

 

図１８－１：３気圧（内側ビュー） 

図１８－２：３気圧（上側ビュー） 



 

 

 

 

図１８－３：３気圧（前側ビュー） 

図１９－１：２気圧（内側ビュー） 



 

 

 

 

図１９－２：２気圧（上側ビュー） 

図１９－３：２気圧（前側ビュー） 



 

 

 

 

図２０－１：１気圧（内側ビュー） 

図２０－２：１気圧（上側ビュー） 


